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１．公共下水道事業の役割と仕組み

・公衆衛生の向上
・公共用水域の水質の保全
・浸水の防除
・資源の有効利用

公共下水道の役割



２．新居浜市の公共下水道事業の概要

新居浜市の公共下水道事業は、昭和35年度に事業着手し、現在、全体計画区域2,576ha、
事業計画区域2,538haとし、令和5年4月1日現在で、行政人口114,886人、整備人口
74,261人、普及率64.64％、供用開始面積2,102haである。
また、平成31年4月1日に地方公営企業法を適用し、さらに水道局と組織統合を図り、上下水道
局としてスタートした。



２．新居浜市の公共下水道事業の概要

雨水については、全体計画区域4,453ha、事業計画区域2,538haとし、令和5年4月1日現在
の供用開始面積は434haである。雨水排水ポンプ場は公共下水として11箇所、一般下水として
26箇所管理している。



３．公共下水道事業が抱える課題

公共下水道事業が抱える課題として、支出面では、施設の老朽化に伴う改築更新需要の増大、
収入面では、人口減少や節水型機器の普及等に伴う使用料収入の減少が懸念されます。これらの
課題を解決するため様々な取り組みを進めています。

・使用料収入減少
・増大する維持管理費を賄う財源の不足

○下水道事業の現状・課題

③収入減少「カネ」

・下水道職員の不足
・ノウハウの喪失・技術力の低下①職員減少「ヒト」

・ストックの増大・老朽化の進行
・老朽化施設に起因する事故の増大②施設老朽化「モノ」

今後ますます加速

下水道事業の持続のための様々な取組が必要

ストックマネジメント

広域化・共同化

汚水構想の見直し

官民連携

使用料の適正化
資産の有効活用
（収益化）

接続促進 未徴収（滞納）
対策

・・・・・ ・・・・・

地震対策

脱炭素化

・・・・・

支出抑制施策 収入改善施策 その他



４．新居浜市の取り組み

全体計画区域の縮小

令和4年度に、公共下水道事業の全体計画区域を4,453haから2,576haに大幅に縮小し、
新たな施設整備中心から、改築・更新や維持管理に段階的に移行する方針を決定しました。
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４．新居浜市の取り組み

上水、工水施設の一体管理に向けた組織体制の効率化

令和4年度から、公共下水道施設と、上下水道、工業用水道施設の一体管理により、維持管理
の効率化を図るため組織体制の見直しをおこなった。

令和4年3月31日迄

上下水道局

下水道建設課

水源管理課

企業経営課

企業総務課

水道工務課

下水処理場

上下水道局

施設管理課

下水道課

企画経営課

水道課

下水処理場
公共下水道施設の改築・更新、維持管理

令和4年4月1日～

5課から4課へ統廃合、施設管理部門の効率化・体制強化

概成後は更に統廃合を検討



４．新居浜市の取り組み

共同処理事業の導入

令和4年4月から、下水処理場でのし尿・浄化槽汚泥の共同処理を開始し、施設の統廃合による
汚泥処理の効率化が図られ、また、下水道事業の収入増加による経営の安定化にも寄与が期待さ
れる。



４．新居浜市の公共下水道事業における取り組み

下水処理場での資源・エネルギー化事業

下水処理場で発生する消化ガス・脱水汚泥の資源・エネルギー化、汚泥処理施設の改築・更新
の事業をパッケージ化することも含め検討を進めてきた。
更に、令和2年度からは、事業のスケールメリットを生み出すため、愛媛県東予ブロック4市1町での
広域連携について検討を進めている。

資源・エネルギー化事業スキーム
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４．新居浜市の取り組み

包括的民間委託の拡充・導入

公共下水道事業が抱える様々な課題を解決するには、民間事業者の創意工夫やノウハウを最大
限活用する「包括的民間委託」の拡充・導入が急務であり、本年度、「下水道事業のPPP/PFIの
案件形成に関する方策検討」のモデル都市として、国土交通省及び専門家の支援を受けながら検
討を進めています。

下水処理場
雨水ポンプ場、樋門等

し尿・浄化槽汚泥
受入施設

管路施設

汚泥燃料化施設等

地域内の火力発電所等

燃料化物
電気供給等

・上水道・工業用水道も含めた、
上下水道一体の包括委託

・コンセッション方式も含む
多様なPPP/PFI手法の導入

更に、
・下水道事業全体の包括委託

についても検討

管理・更新一体マネジメント方式［レベル３．５］

ウォーターPPP

令和5年6月に国が新設を公表

10年間の目標を225件（水道100、下水道100
、工業用水道25）


